
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

 

許 認 可 等 の 内 容 使用料の減免 

根 拠 法 令 及 び 条 項 新座市立集会所条例第１２条 

（使用料の減免） 

第１２条 市長は、公用又は公益上特に必要があると認めるとき

は、使用料を減額し、又は免除することができる。 

所 管 部 課 係 名 市民生活部地域活動推進課地域活動推進係 

審

査

基

準 

関 係 条 項 新座市立集会所規則第６条 

基 準 

（未設定の場

合はその理由） 

 

１ 条例第１２条の規定による使用料の減額又は免除

は、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 市が公用で利用する場合 免除 

⑵ 町内会及び町内会に属する団体が自らの行事に

利用する場合 免除 

⑶ 市内の小学校又は中学校が教育活動として利用

する場合 免除 

⑷ 市内の社会福祉法人又は障がい者若しくは高齢

者で構成する団体が自らの行事に利用する場合 

免除 

⑸ 婦人会、老人会、自主防災会その他の地域住民福

祉の向上に寄与すると認められる団体が自らの行

事に利用する場合 免除 

⑹ 市内の幼稚園（子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第２７条第１項に規定する特定教

育・保育施設に該当するものを除く。）若しくは高

等学校又は同項に規定する特定教育・保育施設若し

くは同法第２９条第３項に規定する特定地域型保

育事業所が自らの行事に利用する場合 ５割（その

減額の額に１０円未満の端数があるときは、これを

切り上げた額。次号において同じ。） 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、新座市立公民館規則

（昭和６０年新座市教育委員会規則第９号）第１１

条第１項に規定する登録を受けた団体が自らの行

事に利用する場合 ５割 

 

２ 前項に規定するもののほか、市長が公益上特に必要

があると認める場合は、使用料を減額し、又は免除す

ることができる。 

 

３ 前項に規定する使用料の減額又は免除を受けよう

とするものは、当該施設又は設備(以下「施設等」と

いう。)の利用の申請の際、新座市立集会所使用料減

額・免除申請書を提出しなければならない。 

 



４ 前項の規定による申請を受けたときは、その内容を

審査の上、使用料の減額又は免除の可否を決定し、新

座市立集会所使用料減額・免除決定（却下）通知書に

より申請者に通知するものとする。 

参 考 事 項 
 

設 定 等 年 月 日 
平成１７年７月１日設定（令和４年１１月１日最終変

更） 

標
準
処
理
期
間 

標準処理期間 

（未設定の場

合はその理由） 

総日数 即日 

設定等年月日 平成１７年７月１日設定（平成 年 月 日最終変更） 

  


